
市民税・県民税（住民税）の主な改正内容市民税・県民税（住民税）の主な改正内容
　家計の暮らしと民間需要を下支えするため、住宅ローン控除の　家計の暮らしと民間需要を下支えするため、住宅ローン控除の
特例の延長などが行われ、令和３年分以後の所得税や令和４年度特例の延長などが行われ、令和３年分以後の所得税や令和４年度
以後の市民税・県民税に適用されます。以後の市民税・県民税に適用されます。

◎問い合わせ　市民税課　☎23-2123◎問い合わせ　市民税課　☎23-2123

住
宅
ロ
ー
ン
控
除
の
特
例
の
延
長

　

住
宅
の
取
得
な

ど
で
次
の
２
つ
の

条
件
を
満
た
す
場

合
、
住
宅
ロ
ー
ン

控
除
の
控
除
期
間

が
、
３
年
間
延
長

さ
れ
る
特
例
が
適

用
さ
れ
ま
す
。

•
令
和
４
年
末
ま
で
に
入
居

•
※
特
別
特
定
取
得
に
該
当

　

従
来
の
制
度
で
は
床
面
積
50
平
方
㍍
以

上
が
要
件
で
し
た
が
、
本
特
例
に
よ
り
、

下
限
が
40
平
方
㍍
に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す
。

　

な
お
、
40
平
方
㍍
以
上
50
平
方
㍍
未
満

に
つ
い
て
は
、
合
計
所
得
金
額
が
１
千
万

円
以
下
の
人
に
適
用
さ
れ
ま
す
。

※�

印
の
特
別
特
定
取
得
と
は
、
消
費
税
10

㌫
の
住
宅
の
取
得
な
ど
で
、
次
の
期
間

に
そ
の
契
約
が
締
結
さ
れ
て
い
る
も
の

を
い
い
ま
す

【
居
住
用
家
屋
の
新
築
】

　

令
和
２
年
10
月
１
日
か
ら
令
和
３
年
９

月
30
日
ま
で

【
居
住
用
家
屋
で
建
築
後
使
用
さ
れ
た
こ

と
の
な
い
も
の
（
建
売
住
宅
な
ど
）
や
、

既
存
住
宅
（
中
古
住
宅
な
ど
）
の
取
得
ま

た
は
、
居
住
用
家
屋
の
増
改
築
な
ど
】

　

令
和
２
年
12
月
１
日
か
ら
令
和
３
年
11

月
30
日
ま
で

退
職
所
得
課
税
の
適
正
化

　

原
則
、
課
税
対
象
に
な
る
退
職
金
の
金

額
は
「（
収
入
金
額

－

退
職
所
得
控
除
額
）

×
２
分
の
１
」
の
計
算
式
で
算
出
さ
れ
ま

す
が
、
今
回
の

改
正
に
よ
り
、

勤
続
５
年
以
下

の
法
人
役
員
な

ど
に
加
え
て
一

般
社
員
に
つ
い

て
も
、
２
分
の

１
課
税
適
用
の

除
外
対
象
と
な

り
ま
す
。

　

た
だ
し
、
一

般
社
員
に
つ
い
て
は
雇
用
の
流
動
性
な
ど

を
考
慮
し
、
退
職
所
得
控
除
額
を
除
い
た

支
払
額
３
０
０
万
円
ま
で
は
、
引
き
続
き

２
分
の
１
課
税
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

セ
ル
フ
メ
デ
ィ
ケ
ー
シ
ョ
ン

税
制
の
適
用
期
限
見
直
し

　

セ
ル
フ
メ
デ
ィ
ケ
ー

シ
ョ
ン
税
制
と
は
、
健

康
維
持
や
疾
病
の
予
防

の
取
り
組
み
を
行
っ
て

い
る
人
で
、
本
人
ま
た

は
生
計
を
一
に
す
る
家

族
な
ど
が
服
用
す
る
目

的
で
特
定
一
般
用
医
薬
品
を
購
入
し
た
場

合
、
年
間
１
万
２
千
円
を
超
え
て
支
払
っ

た
費
用
に
つ
い
て
、
１
万
２
千
円
を
超
え

る
額
（
上
限
８
万
８
千
円
）
を
所
得
控
除

で
き
る
特
例
で
す
。

　

当
初
、
本
特
例
は
令
和
３
年
12
月
ま
で

適
用
さ
れ
る
予
定
で
し
た
が
、
今
回
の
見

直
し
に
よ
り
、
適
用
期
限
が
５
年
間
延
長

さ
れ
ま
す
。

子
育
て
支
援
に
関
す
る
非
課
税
措
置

　

子
育
て
に
関
す
る
サ
ー
ビ
ス
や
施
設

を
利
用
し
た

場
合
、
自
治

体
な
ど
か
ら

一
定
の
助
成

を
受
け
る
こ

と
が
あ
り
ま

す
。
こ
れ
ま

で
、
こ
の
助

成
は
課
税
対
象
で
し
た
が
、
今
回
の
改
正

に
よ
り
、
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
や
認
可
外
保

育
施
設
、
一
時
預
か
り
、
病
児
保
育
な
ど

の
利
用
料
に
対
す
る
助
成
な
ど
に
つ
い
て
、

子
育
て
支
援
の
観
点
か
ら
非
課
税
と
な
り

ま
す
。

※�

詳
し
い
改
正
内
容
は
、
総

務
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
確

認
く
だ
さ
い

教えて！
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